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（目的） 

第１条 この要綱は、総合的な人事考課制度の一環として、職員の意向・能力・適性等 
を十分に把握し、能力開発・能力活用・人材育成に生かすとともに、人事異動の参考資
料とするための「自己申告書」の取扱いに関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 
（申告者の範囲） 

第２条 自己申告を行うのは常勤の一般職に属する職員、地方公務員法第 22 条の４第１項
または第 22 条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員および暫定再任用短時
間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第 63 号）附則第６条第
１項もしくは第２項または附則第７条第１項もしくは第３項の規定により採用された職員
をいう。）とする。ただし、管理職および管理職選考合格者を除く。 

２ 管理職および管理職選考合格者の自己申告については、別に定めるところにより実施 
する。 

 
（申告基準日） 

第３条 自己申告の申告基準日は以下のとおりとする。 
（１）目標の申告（以下「目標申告」という。）          ４月１日 
（２）人事異動等の申告（以下「異動申告」という。）      １０月１日 

 
（申告方法） 

第４条 目標申告において職員は「自己申告書」（別紙様式１または２）により年度当初
に職務目標を定め、毎年度指定された期限までに指定された上司に提出しなければなら
ない。 

２ 異動申告において、職員は「自己申告書」（別紙様式３）を、毎年度指定された期限
までに所属係長（施設長）を経由して所属課長に提出しなければならない。ただし、や
むを得ない場合は、所属係長（施設長）を経由せずに所属課長に提出することができる。 

３ 外郭団体等への派遣（研修）職員については、区長室長が必要と認める場合には、当
該外郭団体等における直近の上司を経由して提出することができる。 
 
（申告書の取扱い） 

第５条 目標申告において、指定された上司は各職員と面接を行い、「自己申告書（目標
申告）」の内容および職員の職務目標等を十分に把握し、能力開発・組織運営に活用す
る。 

２ 異動申告において所属課長は原則として各職員と面接を行い、「自己申告書」の内容
および職員の意向等を十分に把握し、能力開発・能力活用に生かすとともに、課の運営
の参考とする。 

３ 「自己申告書」は、人事異動、研修実施、人材育成の参考資料として活用する。 
 
 



 
 
（委任） 

第６条 この要綱の施行について必要な事項は、別に区長室長が定める。 
 
付 則 

１ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 
付 則 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から適用する。 
付 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から適用する。 
付 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から適用する。 
付 則 

１ この要綱は、令和２年１０月１日から適用する。 
付 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 
付 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 
付 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 
 


